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■「価値創造経済」への転換による、「稼げる」産業・企業群の創出 



１．鉱工業の科学技術に関する研究開発 
２．国家計量標準の整備、供給 
３．地質の調査 
４．地域産業の技術力の向上 
５．技術経営力の強化に寄与する人材の育成 

法人の概要 

今後の取組の方向性 

産総研の役割 

 

１．設立：工業技術院の１６研究所等を統合して、 

      平成１３年４月１日に独立行政法人として設立 

２．役職員数：役員１３名、職員数 ２，９３９名（H２４．９．１） 

３．平成２５年度要求額 ５９１．８億円 

 （平成２４年度当初予算額 ６０９．２億円） 

   内訳：運営費交付金  ５８５．４億円 

       施設整備費補助金 ６．４億円 

   別途「復興枠」で、「福島再生可能エネルギー研究開発   

   拠点機能強化事業」を要求 

  
○鉱工業の科学技術に関する研究開発の中心的研究機関として、国際的な展開も含めた新たなイノベーションを
創出していくための活動を戦略的かつ効率的に実施することにより、世界トップに立つ研究機関を目指していくこ
とを期待。 

○平成２２年度から開始の第３期中期目標に基づき、「２１世紀型課題の解決」「オープンイノベーションハブ機能の
強化」を大きな柱に位置づけて、重点的に研究開発等に取り組み。 

 

○グリーンイノベーションに関する取組 

 経済と環境を両立する「グリーン・イノベーション」の推進の
ため、太陽光発電等の低炭素社会に貢献する技術の開発
等を実施。 

○ライフイノベーションに関する取組 

 国民生活向上のための「ライフ・イノベーション」の推進の
ために、創薬、医療、介護を支援する技術の開発等を実施。 

「２１世紀型課題の解決 
 
○新たなイノベーションシステムの構築 
 産学官が一体となった研究開発や実用化、標準化等を推進する
ための「場」を産総研が提供。 

○イノベーティブな人材養成の推進 
 我が国も産業技術の向上に資することができる人材を社会に排
出するため、ポスドク等の若手研究者の育成や中小企業等の企
業研究者の受け入れを実施。 

「オープンイノベーションハブ機能の強化 

（独）産業技術総合研究所 

■研究開発法人の戦略的な目標等 
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